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一般財団法人

　 年   月     日（日）27 9 13 東京・名古屋・大阪・札幌・仙台
横浜・福岡他全国で２０会場で開催

本試験の合格者は下記の業務に特化したアップグレード
資格講習会を受講することができます。

【個人情報保護士取得で受講できる資格講習会】
　■役員ＣＰＯ認定講習会（保護士合格者対象）
　■ソーシャルメディアオフィサー認定講習会
　■上級個人情報保護士認定講習会
　■個人情報活用プランナー認定講習会
　■個人情報保護監査人認定講習会

本試験の合格者は下記の業務に特化したアップグレード
資格講習会を受講することができます。

【個人情報保護士取得で受講できる資格講習会】
　■役員ＣＰＯ認定講習会（保護士合格者対象）
　■ソーシャルメディアオフィサー認定講習会
　■上級個人情報保護士認定講習会
　■個人情報活用プランナー認定講習会
　■個人情報保護監査人認定講習会

個人情報保護士認定試験対策講習会実施中個人情報保護士認定試験対策講習会実施中

東京会場 大阪会場

新経産省ガイドライン対応

マイナンバー制度 対応

※本リーフレットは、協会ホームページよりPDFにてダウンロード頂くことができます。社内回覧などにご利用下さい。

全国８００社以上の優良企業の社員が団体で情報協の情報関連の検定を受験しています。

ＡＩＵ保険会社　CCK: シティコンピュータ㈱　NEC ラーニング㈱　SCSK ㈱　TIS ソリュー
ションリンク㈱　YKK 六甲㈱　アクサ生命保険㈱　イオンフィナンシャルサービス㈱　イオン
保険サービス㈱　一般財団法人日本自動車査定協会　エヌ･ティ･ティ･アドバンス
テクノロジ㈱　エヌ･ティ･ティ･コミュニケーションズ㈱　大塚製薬㈱　オニシアノックス㈱
キヤノンシステムアンドサポート㈱　コミカミノルタビジネスソリューションズ㈱　ジェイ
アール東日本ビルテック㈱　シャープビジネスソリューション㈱　シャープ㈱　スカパー
JSAT ㈱　セコム㈱　ソフトバンク BB ㈱　ソフトバンクモバイル㈱　東芝テックソリューション
サービス㈱　㈱ドコモＣＳ　パナソニックラーニングシステムズ㈱　パナソニック㈱　本田
技研工業㈱　ミドリ安全㈱　メダリストクラブ　森ビル㈱　旭化成アミダス㈱　㈱ JALUX　
㈱エヌ･ティ･ティ･エムイー　㈱エヌ･ティ･ティ･データ SMS　㈱エヌ･ティ･ティ･ドコモ　東京
ガスリビングライン㈱　㈱シー･アイ･シー　㈱シー･ツー･エム　㈱テイパーズ　㈱データ
リーフ　㈱トッパングラフィックコミュニケーションズ　㈱バッファロー･IT･ソリューションズ
㈱ファミリー ネット･ジャパン　㈱フォーエバー　㈱フォーバル　㈱ベンチャーアソシエイツ
㈱マイテック ㈱マーストーケンソリューション　㈱リロ･ホールディング他グループ各社
㈱ローソン　㈱角川アスキー総合研究所　㈱中電シーティーアイ　㈱日立製作所
㈱日立ソリューションズ ㈱日立ソリューションズ・クリエイト　㈱富士通エフサス　㈱明光商会
㈱髙島屋　京王観光㈱ 中部電力㈱　東日本電信電話㈱　凸版印刷㈱　日本化薬㈱
日本生命保険相互会社 郵船トラベル㈱　理想科学工業㈱　シンカ ・ システムズ㈱

お客様に信頼される企業には、信頼される人材が必要です。個人情報保護士は個人情報を適切に扱い、お客様の信頼に応えます。

◎東京会場……東京大学（駒場Ⅰキャンパス）

◎札幌会場……かでる２・７

◎函館会場……函館市亀田福祉センター

◎仙台会場……仙台工科専門学校(中央校舎5号館)

◎福島会場……福島学院大学

◎新潟会場……駅まえオフィス貸会議室

◎埼玉会場……文教大学（越谷キャンパス）

◎千葉会場……植草学院大学

◎横浜会場……岩崎学園（横浜西口２号館）

◎静岡会場……静岡労政会館

◎名古屋会場…名古屋大学（東山キャンパス）

◎津会場………津商工会議所

◎京都会場……ＹＩＣ京都工科大学校

◎大阪会場……近畿大学（東大阪キャンパス）

◎神戸会場……神戸山手大学 

◎岡山会場……専門学校ビーマックス

◎広島会場……広島工業大学（広島校舎）

◎福岡会場……九州大学（筑紫キャンパス）

◎鹿児島会場…株式会社フォーエバー 中央駅教室

◎沖縄会場……沖縄県青年会館

試験実施会場（全国２０会場）

7/25（土）、8/5（水）、8/8（土）
8/18（火）、8/26（水）、8/29（土）
9/6（日）

8/22（土）7/25（土）、8/5（水）、8/8（土）
8/18（火）、8/26（水）、8/29（土）
9/6（日）

8/22（土）

　情報漏洩事故の約９０％がヒューマンエラー

によって発生しています。

　これを防ぐためには、 社員一人一人のセ

キュリティ意識の向上が必要です。

　本検定試験の内容は、 社員の意識向上だ

けでなく、 仕事に対してのスキルアップにも

なり、 そして何より、 お客様への信頼につな

がり、 有効にご活用頂けるものとなります。

　実施企業では、 社内システムの整備の次

のステップとして、 社員教育に取り入れられ

た実績が数多くございます。

個人情報保護士 ４０ 認定試験

平成２７年８月６日（木）迄申込期間

マイナンバー制度スタート後は
個人情報の取扱いは全ての企業で
より重要となります。

マイナンバー制度スタート後は
個人情報の取扱いは全ての企業で
より重要となります。

おかげさまでスタートから１０年４０回！おかげさまでスタートから１０年４０回！

詳しくは裏面へ詳しくは裏面へ



個人情報保護士認定試験  ≪概要≫ 過去問題にチャレンジ

参考書籍等

Ｂ社の漏洩事件の影響で当社もバタバタ
　　　　　　　　　　　                                                                                                                                                                                          　　　　　情報システム会社　　管理部課長
　

携帯電話の
かたはコチラ

合　格　点

制　限　時　間

受　験　料

課題Ⅰ、課題Ⅱ　各課題 80％以上

１２０分

１０，８００円（税込）

出題分野

個人情報に関連する事件・事故

条文に対する知識と理解

個人情報保護法の歴史

個人情報の定義と分類

個人情報保護法の目的

個人情報取扱事業者

組織体制の整備

技術的管理の実務知識

物理的管理の実務知識

脅威と脆弱性に対する理解

人的管理の実務知識

  .

   II .

　もともと試験というものは先天的に嫌いだったので、保護士が昇格条件と告げられた時には、
営業は点数を取ることが仕事じゃない、お客を取ることが仕事だとブツブツ言っていました。
担当者から名刺に記載すると営業活動でプラスになると言われて、それもそうだと勉強しまし
た。試験対策で過去問題ばかりやっていましたので、基本が分らず不合格でした。反省して、
公式テキストを慌てずに良く読むようにしたら、意外と簡単だと思いました。２回目で合格し、
今は名刺を出すときチョットいい気分です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報機器関連　営業

　弊社の主力商品がオフィス内のネットワーク機器となるため、お客様の規範となるべく、社
員全員が最低限のセキュリティ知識を持ち、お客様にご提案できるようにと考え社内教育を開
始しました。
　当初は社内勉強会やマニュアルの配布などを中心に行っておりましたが、中には研修後に
習ったばかりの内容を質問する社員がいたりと、成果がなかなか見えませんでした。
　その中、資格試験であれば客観的に理解度を判断できると考え、弊社では個人情報保護士な
らびに情報セキュリティ管理士の２つの資格を導入するに至りました。 現在では社員の約半分
がどちらかの資格を取得済みとなり、昨年からは内定者を対象とした入社前受験の推奨もはじ
めました。お客様からは、弊社の社員はよく勉強もしており、安心して任せられるとお褒めい
ただくことも度々あり、反応に満足しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報機器販売　営業

個人情報保護士認定試験 課題Ⅰ（マイナンバー制度関連過去問題）

問題． 社会保障 ・ 税番号 （マイナンバー） 制度に関する以下のアからエまでの記述のうち、 誤って

　　　　　いるものを１つ選びなさい。

ア． マイナンバーの付番 ・ 通知は、 平成 27 年 10 月から予定されており、 マイナンバーの利用開始

　　　は、 平成 28 年１月から予定されている。

イ． マイナンバーは、 法律や条例で定められた社会保障、 税、 災害対策の手続き以外でも利用す

　　　ることができ、例えば、民間事業者が、顧客などにマイナンバーの提供を求めたり、マイナンバー

　　　を含む個人情報を収集し、 保管したりすることもできる。

ウ． マイナンバー制度実施後も、 各行政機関で管理していた個人情報は引き続き当該機関で管理　

　　　する 「分散管理」 の仕組みが採用されているから、 個人番号をもとに特定の機関に共通のデー

　　　タベースを構築することは予定されていない。

エ． マイナンバー制度においては、 市町村長が、 住民本人の申請により、 「個人番号カード」 を交

　　　付することとされており、 内閣官房によれば、 その個人番号カード （IC チップ） に記録されるの

　　　は、 氏名 ・ 住所 ・ 生年月日 ・ 性別 ・ 個人番号 ・ 本人の写真等のほか、 総務省令や条例で定

　　　めた事項等に限られ、 「地方税関係情報」 や 「年金給付関係情報」 等の特定個人情報は記録

　　　されないものとされている。

解答　【 イ 】

第３８回個人情報保護士認定試験 課題Ⅰより抜粋

問題． 保有個人データの開示等の求めに応じる手続に関する以下のアからエまでの記述のうち、誤っ

　　　　　ているものを１つ選びなさい。

ア． 個人情報取扱事業者は、 保有個人データの開示等の求めに関し、 政令で定めるところにより、

　　　その求めを受け付ける方法を定めることができるが、 これを定めなかった場合は、 保有個人デー

　　　タによって識別される本人は、 原則として、 開示等の求めをすることができない。

イ． 個人情報取扱事業者が、 保有個人データの開示等の求めを受け付ける方法を合理的な範囲で

　　　定めたときで、 求めを行った者がそれに従わなかった場合は、 開示等を拒否することができる。

ウ． 個人情報取扱事業者は、 保有個人データの開示等の求めに応じる手続を定めるに当たっては、

　　　本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。

エ． 保有個人データの開示等の求めは、 代理人によってもすることができる。

解答　【 ア 】　正答率 87.9％

第３８回個人情報保護士認定試験 課題Ⅱより抜粋

問題． 以下の文章は、 経済産業省が策定したガイドラインにおける委託先の監督に関する内容で

　　　　　ある。 （　　） に入る最も適切な語句の組合せを、 ア～エで答えなさい。

 ・ 委託先の選定に当たり、 委託先の安全管理措置を確認し、 （　ａ　） 等が評価すること。

 ・ （　ｂ　） に、 委託業務の監査を実施し、 その結果について、 （ａ） 等が評価すること。

 ・ 委託契約等において、委託先で個人データを取り扱う者の氏名または （　ｃ　） 等を盛り込むこと。

     ア．

     イ．

     ウ．

     エ．

解答　【 ウ 】　正答率 82.3％

　再来年からマイナンバー制度が始まるので、自分の部署でも個人情報取扱の知識が必要かと
思い受験しました。実際のマイナンバー制度はまだよくわかりませんが、社員の情報も個人情
報なので、管理する立場としては、身に付けておく必要のある知識ではないかと思います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印刷関連　総務

受験体験談

今回、Ｂ大手教育会社の情報漏洩の影響について書きたいと思います。大きな問題となった漏洩の公表が昨年の７月でしたから、早速その年の１２月にガイドラインが変更になるという経済産
業省の対応は「異例の速さ」と言う他ありません。ただ早かっただけに、当社はこのガイドラインにどう対処するのかで大いに悩んでいるところです。
　今まで課長職の私が実質的にＣＰＯとして個人情報保護の教育や指導、ルール作りをやって来ていました。今回の新ガイドラインでは実質的に「役員がＣＰＯになり、役員ＣＰＯの下で
個人情報保護管理委員会を組織するべき」とされているのですが、今後は誰がＣＰＯになるのか、管理委員会は何をやるのか、具体的なことは、さっぱり分からないのです。
　また、Ｂ社は「新規入会者の激減と大幅な売上減少」により、今期は「上場以来初の赤字転落」となり、さらに「数千人規模の集団訴訟に発展している」ニュースもあります。
　今更ながら個人情報保護の大切さと漏洩の恐ろしさを痛感しているところです。

ａ． C I O 　　　ｂ． 定期的　　　ｃ． 職歴

ａ． C I O 　　　ｂ． 不定期　　　ｃ． 役職

ａ． CPO　　　ｂ． 定期的　　　ｃ． 役職

ａ． CPO　　　ｂ． 不定期　　　ｃ． 職歴

［改訂４版］

個人情報保護士

認定試験

公式テキスト

￥2,700 （税込）

［改訂２版］

個人情報保護士

認定試験

公式精選

過去問題集

￥2,808 （税込）

個人情報保護士

認定試験

精選問題集 Vol.5

￥1,944 （税込）

個人情報保護士

認定試験

携帯用アプリ

iPhone/Android

個人情報保護士

認定試験

精選問題集 Vol.4

￥1,851 （税込）

一般財団法人

０３－５２７６－００３０

マイナンバー制度スタートにより、個人情報保護はさらに重要になります

※本リーフレットは、協会ホームページよりPDFにてダウンロード頂くことができます。社内回覧などにご利用下さい。

　本年１０月より番号の通知がスタートするマイナンバー制度により、今後はほぼすべての企業が社員の特定個人情報を取り扱うこととな
ります。特定個人情報の取り扱いには厳しい罰則規定もあり、ベースとなる個人情報保護法の正しい理解が必要不可欠です。
　また、昨年改定の経済産業省のガイドラインでは、個人情報取扱事業者には、役員（CPO）を筆頭に個人情報保護管理委員会の設置が求
められており、さらには今後控えている個人情報保護法の改定により、従来個人情報取扱事業者とされていた５，００１名以上という制限
がなくなる予定がされており、個人情報を持つすべての企業が個人情報取扱事業者となります。
　そのような中で、個人情報保護法を正しく理解した人材の確保は企業としても大変重要なものとなります。
　もはや個人情報保護士は個人情報保護管理委員会の設置の際の人材をはじめ、企業の個人情報保護ならびに個人情報の正しい活用に、な
くてはならない資格となります。

税分野 源泉票、株式の発行、
土地の売買等の各種申請業務

社会保障分野 雇用保険、健康保険、
厚生年金等の各種申請業務

経理職

人事職

ハローワーク職員

健康保険組合職員

総務職 日本年金機構職員

これから個人情報の取り扱いが重要になる業務（マイナンバーを取り扱う業務）に従事される下記の方には、当検定がお薦めです
マイナンバーが必要な業務 想定される実務者


